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医療費助成制度（福祉医療）ご存知ですか？
福祉医療は、県内医療機関で受診される場合、健康保険証と一緒に医療費受給者証を提示すると、保険診療の窓口での

自己負担額を助成する制度です。
この制度を受けるには、申請が必要ですので下表の受給資格に該当すると思われる方は、お早めに手続きをしてください。

★保育施設・学校でのケガなどで、スポーツ振興センターからの給付を受ける場合は学校などにご相談ください。

福祉医療の対象者および助成内容
対象

受給資格 所得等制限 助成内容 備
考

申請手続きに
必要なもの区 分

子ども
医　療

精　神
障害者
医　療

母子・父子
家庭医療

後期高齢者
福祉医療
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①0歳～18歳になる年度末まで
②平成31年4月～令和2年3月診療
時に当時中学生

③令和2年4月～令和4年3月診療
時に中学校卒業から18歳にな
る年度末

②③に該当する方は申請により支給

●身体障害者手帳1～3級、4級の腎臓
機能障害または4～6級の進行性筋
萎縮症の方

●療育手帳A・B判定の方
●自閉症状群と診断された方

なし

①保険診療の自己
負担額

②③保険診療の自
己負担額で通院
は3分の2、入院
は全額

①保険診療の自己
負担額

②自立支援医療（精
神通院）で指定す
る医療機関での
保険診療の自己
負担額

③精神疾患の治療
で入院している
保険診療の自己
負担額

①
お子さんの健康保
険証
②③
領収書、振込先口座
がわかるもの、お子
さんの健康保険証

健康保険証のほか
● ①の方は精神障
害者保健福祉手
帳および自立支
援医療受給者証
（精神通院）
● ②の方は自立支
援医療受給者証
（精神通院）
● ③の方は精神疾
患の治療で入院
しているとわか
る診断書

なし 保険診療の
自己負担額

●健康保険証
● 身体障害者手帳
または療育手帳

● 自閉症状群につ
いては医師の診
断書

①精神障害者保健福祉手帳1・2級の
方

（原則、自立支援医療受給者証（精神通
院）の取得も必要です）

②自立支援医療受給者証（精神通院）
をお持ちで優先される福祉医療に
該当されない方

③精神疾患の治療で入院されている
方

なし

保険診療の
自己負担額

●健康保険証
●戸籍謄本
● 令和5年1月2日
以降に他市町村
から転入の方は、
前住所地で所得
課税証明書

●18歳以下の方を扶養している母子
家庭の母または父子家庭の父

●母子家庭の母または父子家庭の父
に扶養されている18歳以下の方

●父母のいない18歳以下の方
（18歳以下の方とは、18歳到達後最
初の年度末までの方）

あり
(児童扶養手当法
施行令による所
得制限基準額)

①～⑥
保険診療の自己負
担額
⑦自立支援医療（精
神通院）で指定す
る医療機関での
保険診療の自己
負担額

⑧精神疾患の治療
で入院している
保険診療の自己
負担額

後期高齢者被保険
者証のほか
● ①～③の方は障
害者医療と同様

● 母子父子家庭の
方は母子・父子家
庭医療と同様

● ⑤の方は介護保
険証

● ⑥～⑧の方は精
神障害者医療と
同様

75歳（一定の障害がある方は65歳）以
上で次に該当する方。
①身体障害者手帳1～3級、4級の腎臓
機能障害または4～6級の進行性筋
萎縮症の方

②療育手帳A・B判定の方
③自閉症状群と診断された方
④戦傷病者および母子父子家庭の父
母で福祉医療の受給要件に該当す
る方

⑤市民税非課税世帯に属するねたき
りまたは認知症の状態で、要介護4
または5の認定を受けている方（3
か月以上継続している方）

⑥精神障害者保健福祉手帳1・2級の
方

⑦自立支援医療受給者証（精神通院）
をお持ちで優先される福祉医療に
該当されない方

⑧精神疾患の治療で入院されている
方

一部あり
● 母子父子家庭
の父母の方は
児童扶養手当
法施行令によ
る所得制限基
準額

● ねたきり等の
状態にある方
は市民税非課
税世帯（扶養さ
れている方は
扶養者も市民
税非課税であ
ること）

市内に住所を有し、令和７年３月３１日時点で、次の①、②のいずれかの要件を満たす方
❶７歳～１８歳の児童生徒など（平成１８年４月２日以降平成３０年４月１日以前に生まれた方）
❷６５歳以上の方（昭和３５年４月１日以前に生まれた方）

※❶の場合は、保護者が申請できます。
※お一人様につき１個・１回限り
※過去に同種の補助金の交付を受けた方は対象外

安全認証マーク（図参照）がついている『新品』のヘルメット
※令和６年４月１日以降に購入（注文から支払いまで含む）したヘルメットに限ります。
※未使用を含む中古品は対象外
※オークション、個人間売買、譲渡などは対象外

購入費用の２分の１（補助上限金額２，０００円）※１０円未満切り捨て
※送料は除きます。また、カードポイントや通販会社・店舗のポイント値引きなどを利用した分は購入費用から除きます。

・この補助金は、予算が無くなり次第終了となりますので、購入を検討されている方は、お早めにお手続きしてください。

※提出書類、その他詳細については、危機管理課に
　お問い合わせいただくか、市ホームページをご覧ください。

市内に住所を有し、令和７年３月３１日現在、６５歳以上となる方で、次の①～③のいずれかの要件を満たす方
　　❶６５歳以上のひとり暮らしの方
　　❷６５歳以上の方のみで構成される世帯の方
　　❸日中に住居に６５歳以上の方のみとなることが常態である世帯の方

通話録音機能や着信拒否機能を内蔵する固定電話機または同様の機能がある固定電話機に接続する特殊詐欺対策機器

購入費および設置工事費に係る経費の２分の１以内（上限６千円）　※１００円未満は切捨て

・機器購入前に必ず補助金の交付申請をしてください。
・この補助金は、予算が無くなり次第終了となりますので、購入を検討されている方は、お早めにお手続きしてください。

※提出書類、その他詳細については、危機管理課に
　お問い合わせいただくか、市ホームページをご覧ください。

安全認証マーク 一例

の一部を助成しています

の一部を補助しますの一部を補助します自転車乗車用ヘルメット購入費

特殊詐欺対策機器の購入費

障害者
医　療

(市ホームページ)

(市ホームページ)
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